別記様式第１号（第３条関係）
　　

　　年　　月　　日

留萌市新規就農予定者認定登録申請書

　留萌市長　様

申請者

住　所　　　　　　　　　

氏　名
留萌市新規就農者支援事業実施要綱第３条の規定に基づき、新規就農予定者認定登録を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

○添付書類

・履歴書

・住民票

・農業実習希望調書

　　年　　月　　日　
                                                                      　 

農業実習希望調書
　

　留萌市長　様
住　　所：
[申請者]氏　　名：　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：
　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　年　　月　　日：　　歳）
　
本計画の内容を含め、本事業に係る給付対象者の情報は関係機関において共有されることに同意します。
１　農業を始めようと思った理由              
	


２　就農時に係る計画                                              

	就農希望地
	
	就農予定時期
	年　　　月

	就農形態
	□新たに経営を開始
□親元就農　　□経営を継承（□全体を継承　□一部を継承） 　
□新たな部門を設立
□雇用就農

	経営面積
	ａ 
	所得目標＊２
	万円/年

	経営内容
	作目： 　　　　         a
作目：  　　　          a
（その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	 


３　将来の就農ビジョン（生産物の販売方法などを記載）　
	


４　計画を達成するための研修
1 研修内容等          

	名　称
	
	所 在 地
	

	専攻・営農
	
	研修期間
	　　年　　月　　日　
　　～　　　　年　　月　　日

	


2 給付期間
	年　　　　月　　　　日～　　　　年　　　　月　　　　日


　５　その他
	常勤の雇用契約の締結
	□　締結している
□　締結していない

	生活費の確保を目的とした国による他の事業の給付
	□　給付されている
□　給付されていない


添付書類 
・研修実施計画（先進農家等で研修を受ける場合は添付し、教育機関等で研修を受ける場合は、受講する研修のカリキュラム及び入学が認められていることを証する書類を添付）
・誓約書
・農業研修に関する確認書（教育機関等で研修を受ける場合は不要）　
別記様式第２号（第３条関係）
　　

　　年　　月　　日　
新規就農予定者認定通知書

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　留萌市長
　　年　　月　　日に認定登録申請のあった新規就農予定者について、申請どおり認定したので、留萌市新規就農者支援事業実施要綱第３条の規定に基づき通知します。

別記様式第３号（第４条、第５条、第７条関係）
　　年　　月　　日　
助　成　金　交　付　申　請　書

留萌市長　様

申請者

住　所　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　

事業名　留萌市新規就農者支援事業

　上記の事業に関し、次のとおり助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１　助成金の種類　

（1） 営農実習支援助成（支出明細書等添付）

（2） 実習受入支援助成（日報及び実習実績書添付）

（3） 農用地等賃貸料支援助成（農地利用集積計画書添付）

（4） 農用地等固定資産税負担軽減支援助成（納付書添付）

（5） 経営自立安定支援対策助成（就農計画書添付）

（6） 制度資金利子負担軽減支援助成（利子明細書等添付）

（7） 住宅改修等支援助成（工事金額明細書等添付）

（8） 住居支援助成（入居契約書等添付）

（9） 農業機械等導入支援助成（購入又はリース契約書添付）

２　助成金交付申請額

　　　一　金　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　振込口座番号　　金融機関名

　　　　　　　　　　口座番号　　

別記様式第４号（第６条関係）
　　

　　年　　月　　日

留萌市新規就農者認定申請書

　留萌市長　様

申請者

住　所　　　　　　　　　

氏　名

　留萌市新規就農者支援事業実施要綱第６条の規定に基づき、新規就農者認定登録を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　添付書類

就農計画書（別記様式第５号）
別記様式第５号（第６条関係）
就　農　計　画　書
	住　　所
	

	ふりがな
氏　　名
	

	生年月日
（年齢）
	　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（　　歳）

	出身地
	都・道　　　　　　　　　市・区

府・県　　　　　　　　　町・村

	出身別
	　農家（新規学卒・Ｕターン）　・　　　非農家


　１　就農時における農業経営又は農業従事の態様に関する目標
　（１）将来の農業経営又は農業従事の態様の構想
	


　（２）就農時における目標
	営農部門
	
	 就農予定地
	
	 就農時期
	     年 　　月

	就農・経営
形態
	

	経営規模
	                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｈａ

	作　　目
	  水　　稲       　　ｈａ     　乳　　牛      　　頭
  施設野菜       　　ｈａ

	農業所得
目  　 標
	               　　　　　　　　　　　　　　　　　万円／年


	農業労働力

	氏　　　名
	年齢
	続柄
	年間農業従事日数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　２　過去の他産業従事経験（知識及び技能に関する事項）
　（１）経歴
	区　　　　 分
	経　　歴　　１
	経　　歴　　２

	職務（従事）内容
	
	

	職務（従事）期間
	年　　月～　　　年　　月
	年　　月～　　　年　　月

	勤務機関（法人）名
	
	

	上記の住所
	
	

	退職（予定）年月日
	
	

	資格等
	
	


　（２）知識及び技能の内容
	


　
３　１の目標を達成するために必要な農業の技術又は経営方法を実地に習得するための研修その他の就農の準備に関する事項
　（１）過去の農業教育・研修経験
	学校教育
施設研修

	学校・研修先の名称
	所  在  地
	教育・研修期間

	
	
	
	  　　　年　　月
～ 　　年　　月

	
	 教育・研修内容                                         

	農家等

実務研修

	研修先の名称
	所  在  地
	研修期間

	
	
	
	  　　　年　　月

～ 　　年　　月

	
	 研修内容



　（２）県農業大学校等における研修教育計画
	 名　　称
	
	所 在 地
	

	 専　　攻
	
	 研修教育期間
	  　　　年　　月

～ 　　年　　月

	 研修教育
 内　　容

	


  （注）大学の農学部（短期大学の農業関係学科を含む。）で研修を行う場合は、普及センター等が作成した研修プログラムを添付する。
　（３）農家等における実務研修計画
	研修先名称
	
	所在地
	

	営農部門
	
	研修期間
	   　 　 年　　月
～　　年　　月

	研修内容

	


　（４）改良普及員等による指導研修計画
	研修農家名
	
	住　　所
	

	
	
	研修ほ場等の所在地
	

	研修作物
	
	研修ほ場等の面積
	

	研修期間
	年　　　　月　～　　　　　年　　　　月　

	研修内容
	

	指導機関等
の名称
	

	指導研修後
の計画
	


　（注）普及センター等が作成した研修プログラムを添付する。

　（５）就農準備計画
	　年　　月
	就農準備の方法
	内　　　　　容

	
	
	


４　１の目標を達成するために必要な施設の設置、機械の購入その他の就農時に
　おいて取るべき措置に関する事項

　（１）経営開始のための事業計画
	事業内容
	規模・構造等
	実施時期
	事業費
	資金名

	
	
	
	
	


　（２）資金調達計画
	区　　分
	資　金　名
	借入期間
	借入額
	借入条件

	 就農研修
	
	年　　月
 ～　　　　　年　　月
	万円
	

	 就農準備
	
	年　　　月
	万円
	

	 経営開始

	
	年　　　月
	万円
	

	
	
	年　　　月
	万円
	

	
	
	年　　　月
	万円
	


　５　その他就農関連事項

　（１）研修を兼ねた農業関連事業等従事計画
　　　（青年が研修終了後引き続き農業関連事業等に従事する場合に記入）
	従事予定の農業関連事業等
	

	農業関連事業等従事で習得しようとする技術等
	

	 農業関連事業等従事の期間
	              年　 　月　～　　 年　 　月


　（２）その他
	


添付書類 
誓約書（別添様式第１号）
記載上の留意事項
１　１の「（１）将来の農業経営又は農業従事の態様の構想」は、就農に必要な農業技術等の習得、就農時における農業経営の目標等の位置付けや必要性が明らかになるよう、就農計画作成時において構想している自らの将来の農業経営を記載する（農業法人等の雇用者及び農業経営を営む個人の世帯員（同居の親族）として農業に従事しようとする者（以下「農業法人の雇用者等」という。）にあっては、独立後の自らの農業経営又は農業法人等における農業従事の態様の構想について記載する。）
２　１の「（２）就農時における目標」では、
ア　就農予定地については、市町村名を記入する。
イ　就農・経営形態については、自営による個人経営、親の経営とは別の部門経営、リース農場による個人経営、農業法人の構成員、農業法人の雇用者等を記載する。
ウ  「経営規模」の欄以下の欄については、経営開始後おおむね５年間に達成すべき農業経営の目標について記載する。
エ  経営規模について、賃借、作業受委託等による場合は、その旨記載する。
オ　農業労働力については、申請者本人については必ず記載することとし、その他の従事者については参考として記載する。
カ　農業法人の雇用者等にあっては、（２）の「経営規模」以下は記載する必要はない。ただし、農業労働力の欄は、申請者本人については必ず記載する。
３　２の「（１）経歴」は過去の他産業従事経歴を記載する。また、「資格等」はその証明書の写しを添付する。
４　２の「（２）知識及び技能の内容」は、（１）の経歴に掲げた職務を通じて得た知識及び技能で農業経営に活用できるものについて記載する。
５　３の「（１）過去の農業教育・研修経験」では、
ア　学校教育・施設研修については、農業高校、農業者研修教育施設（県農業大学校）、民間研修教育施設等における教育・研修を記載する。
イ  農家等実務研修の研修先の名称については、農家氏名等とともに、その研修先の紹介機関（例：地域農業改良普及センター、（社）国際農業者交流協会等）があれば、併せて記載する。
また、所在地については、海外研修にあっては、国名を記載する。
６　３の「（２）県農業大学校等における研修教育計画」では、名称は○○県農業大学校等の具体的な名称を記載する。また、研修教育内容は、研修しようとする作目、技術、経営等を具体的に記載する。
７　３の「（３）農家等における実務研修計画」では、上記の５のイと同様に記載する。
８　３の「（４）改良普及員等による指導研修計画」では、研修先が実家の場合にあっては、研修農家名にその旨を合わせて記載する。
９　３の「（５）就農準備計画」については、就農先調査、資格取得、就農地への転居等の別にそれぞれ内容を記載する。
10  ４の「（１）経営開始のための事業計画」では、機械・施設の導入、リース農場の利用、農用地の購入・賃借等について、内容を記載する。
なお、農業法人の雇用者等にあっては本欄に記載する必要はない。
11　４の「（２）資金調達計画」のうち「経営開始」は、農業法人の雇用者等にあっては記載する必要はない。
12  ５の「（１）研修を兼ねた関連事業従事計画」は、青年が県農業大学校等や先進農家等での研修終了後引き続き研修を兼ねて農業関連の試験研究又は事業等に従事する場合に記載することとし、「関連事業従事で習得しようとする技術等」は、農業関連事業等従事によって得ようとする技術、経営方法等を記載すること。
13　５の「（２）その他」では、関係団体による就農支援活動の活用等について記載する。
別記様式第６号（第６条関係）
　　

　　年　　月　　日　
新規就農者認定通知書

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　留萌市長
　　年　　月　　日に認定申請のあった新規就農者について、申請どおり認定したので、留萌市新規就農者支援事業実施要綱第６条の規定に基づき通知します。

別記様式第７号（第８条関係）
新規就農活動報告書

　　年　　月　　日

留萌市長　様

申請者

住　所　　　　　　　　　

氏　名

　留萌市新規就農者支援事業実施要綱第８条の規定に基づき、就農活動について報告します。

1． 営農実績報告

	作物・部門名
	作付面積（ａ）

	
	

	
	

	
	

	合　　計
	


2． 経営規模の報告

	経営耕地
	区分
	面積（ａ）

	
	所有地
	

	
	借入地
	

	作業受託
	作目
	作業内容
	実　績

	
	
	
	


3． 年間農業所得の額　　　　　　　　　　　　　　円
添付書類：作業日誌、決算書
別記様式第８号（第９条関係）
新規就農者認定変更申請書

年　　月　　日

留萌市長　様

申請者

住　所　　　　　　　　　

氏　名

　留萌市新規就農者支援事業実施要綱第９条の規定に基づき、変更申請をしたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します
記
〈添付書類〉
１　履歴書
２　営農計画書
別添様式第９号（第６条関係）

年　　月　　日　

留萌市長　様

住所：　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　

（生年月日：　　　　年　　月　　日：　　歳）

誓　約　書

私は、留萌市新規就農者支援事業実施要綱の規定を遵守し、農業経営に励むことを誓約します。

なお、実施要綱の規定により、当該助成金を減額し、一部又は全額を返還することについて異議はありません。その際には、既に交付を受けた助成金の一部又は全額を返還することを誓約します。
